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自動車の廃車等に係る窓口の混雑緩和対策 
～新型コロナウイルス感染拡大防止～ 

 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 新型コロナウイルス感染症については、感染の流行を早期に終息させるために、クラスター

（集団）が次のクラスター（集団）を生み出すことを防止することが極めて重要であり、徹底し

た対応を講じていく必要があります。 

 

自動車の所有者に課される軽自動車税の賦課期日が４月１日であるため、廃車等の手続き（自

動車検査証返納等）を３月末までに終了させるよう申請が年度末に集中し、不特定多数の申請者

が全国の軽自動車検査協会の窓口に訪れる傾向がありますが、上記取り扱いを踏まえ、３月中の

来所を避けて頂きますようご理解とご協力をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 窓口の混雑緩和対策のため、国土交通省・総務省との協議の結果、「３月中に廃車や使用停

止を伴う所有権変更が行われ、かつ、１５日以内に所定の手続きがなされたものであれば、

当該手続き及び税申告が令和２年４月以降であっても３月中に事由が発生したことを前提と

して課税処理を行っていただきたい」旨、総務省から地方自治体へ通知されましたので、当

該取り扱いを踏まえ、３月中の来所を避けて頂きますようご理解とご協力をお願いいたしま

す。 

連絡先 

 軽自動車検査協会 経営企画部 高瀬、松元 

   住所 東京都新宿区西新宿3-2-11 

   電話 03－6279－4007 

   F A X 03－5324－6621 



自動車の廃車等に係る窓口の混雑緩和対策 ～新型コロナウイルス感染拡大防止～

・解体を伴う自動車検査証返納届出を行う場合
・所有者名義変更及び自動車検査証返納届出を同時に行う場合
・所有者名義変更及び輸出予定届出を同時に行う場合

対象手続き

4/13/25

解体を伴う自動車検査証返納届
出の申請期間

手続期間

4/9

賦課期日

３月２５日に自動車を解体※した場合

手続期間

解体を伴う自動車検査証返納届
出の申請期間

申請手続

申請手続

15日以内

【例1】

課税対象外と
するには

（従来）
3月31日までに

解体を伴う自動
車検査証返納届
出が必要

（今回）
4月9日までに解

体を伴う自動車検
査証返納届出を
行うことで可

4/13/31

所有者名義変更及び自動車検
査証返納届出の申請期間

4/15

賦課期日

手続期間

所有者名義変更及び自動車検査
証返納届出の申請期間

15日以内

申請手続

申請手続

３月３１日に所有者が変更され、そのまま使用停止する場合

課税対象外と
するには

（従来）
3月31日までに所有

者名義変更及び自
動車検査証返納届
出が必要

（今回）
4月15日までに所有

者名義変更及び自
動車検査証返納届
出を行うことで可

【例2】

手続期間

※解体報告記録日


